
第21回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社
定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.intra-mart.jp/ir/）に掲載することにより株主の皆
様に提供しております。



連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
・連結子会社の数　２社
・連結子会社の名称
　株式会社NTTデータ・イントラマートCSI
　NTTデータイントラマートソフトウェア系統（上海）有限公司

⑵　持分法の適用に関する事項
・持分法適用の関連会社の数　３社
・主要な会社等の名称
　株式会社サザンクロスシステムズ
　協立システム開発株式会社
　MBP　SMARTEC株式会社
　当連結会計年度よりMBP　SMARTEC株式会社は、影響力基準により持分法適用の範囲

に含めております。
・持分法適用会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社の事業
　年度に係る計算書類を使用しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、NTTデータイントラマートソフトウェア系統（上海）有限公司の決
算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使
用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要
な調整を行っております。

(4)　会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
イ　有価証券

その他有価証券
　時価のないもの
　移動平均法による原価法によっております。

ロ　たな卸資産
　仕掛品については、個別法による原価法によっております。貯蔵品については、先
入先出法による原価法によっております。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　　　　　　　４年～15年
　工具器具及び備品　　３年～10年
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ロ　無形固定資産
　無形固定資産（ソフトウェアを除く）については定額法によっております。
　なお、ソフトウェアの減価償却方法は次のとおりです。
・市場販売目的のソフトウェア
　見込販売期間（３年以内）における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存
販売期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によってお
ります。
・自社利用のソフトウェア
　見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。ただし、この内
サービス提供目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額と見込有
効期間（５年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上する方法に
よっております。

③重要な引当金の計上基準
イ　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

ロ　賞与引当金
　従業員の賞与金の支払に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担
すべき額を計上しております。

(ハ)　受注損失引当金
　ソフトウェアの請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失が確実に見
込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、将来の損
失発生見込額を計上しております。

④重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。
　なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上して
おります。

⑤重要な収益及び費用の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事
完成基準を適用しております。

⑥その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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　退職一時金制度については、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職
給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し
ております。
　なお、数理計算上の差異は発生年度に一括費用処理しております。

ロ　消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理については、税抜方式を採用しております。

２．連結貸借対照表に関する注記
　　有形固定資産の減価償却累計額 136,472千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 4,955,000株 －株 －株 4,955,000株
⑵　剰余金の配当に関する事項

①配当支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 9年 ６ 月1 9日
定 時 株 主 総 会 普通株式 109 22円 2019年３月31日 2019年６月20日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年6月11日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 123 25円 2020年3月31日 2020年6月12日
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４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、必要な資金は主に自己資金で賄っております。また、デリバティブ
取引は行っておりません。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

③金融商品に係るリスク管理体制
　当社は、社内規程等に従い、営業債権について、営業担当者が主要な取引先の状況を
定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況
等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件等を採用することにより当該価額が変動することがありま
す。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含ま
れておりません（（注）2．参照）。

連結貸借対照表計上額
（ 千 円 ）

時 価
（ 千 円 ）

差 額
（ 千 円 ）

⑴　現金及び預金 3,245,736 3,245,736 －

⑵　売掛金 1,051,302 1,051,302 －

資 産 合 計 4,297,038 4,297,038 －

⑴　買掛金 396,834 396,834 －

負 債 合 計 396,834 396,834 －
（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産
⑴　現金及び預金、⑵　売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。
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負債
⑴　買掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。
2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額
（ 千 円 ）

非上場株式 212,798
　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、上記の表には含めておりません。

５．資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
⑴　当該資産除去債務の概要

オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。
⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を15年と見積り、割引率は主に0.402％を使用して資産除去債務の金額を計
算しております。

⑶　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 76,344千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円
時の経過による調整額 468千円
資産除去債務の履行による減少額 －千円
期末残高 76,812千円

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 829円41銭
⑵　１株当たり当期純利益 107円13銭

７．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法
　・子会社株式
　　移動平均法による原価法によっております。
　・その他有価証券
　　時価のないもの
　　移動平均法による原価法によっております。
②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　仕掛品については、個別法による原価法によっております。貯蔵品については、先入先
出法による原価法によっております。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　　　　　　４年～15年
　工具器具及び備品　３年～10年
②無形固定資産
　無形固定資産（ソフトウェアを除く）については定額法によっております。
　なお、ソフトウェアの減価償却方法は次のとおりです。

・市場販売目的のソフトウェア
　見込販売期間（３年以内）における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存販
売期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によっておりま
す。
・自社利用のソフトウェア

　見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。ただし、この内
サービス提供目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額と見込有
効期間（５年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上する方法に
よっております。

⑶　引当金の計上基準
①貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。
②賞与引当金
　従業員の賞与金の支払に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額
を計上しております。
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③受注損失引当金
　ソフトウェアの請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失が確実に見込ま
れ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、将来の損失発生見
込額を計上しております。
④退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額及び年金資
産の額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ
る方法として、給付算定式基準によっております。
　なお、退職一時金制度については、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用
しております。

・数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は発生年度に一括費用処理しております。

⑷　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

⑸　収益及び費用の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進
行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準
を適用しております。

⑹　その他計算書類作成のための基本となる事項
　消費税等の会計処理については、税抜方式を採用しております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

仕掛品 13,966千円
貯蔵品 1,397千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 129,643千円

⑶　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①短期金銭債権 81,867千円
②短期金銭債務 82,263千円
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３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

①営業収益 683,840千円
②営業費用 83,167千円
③営業外収益 392千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

　普通株式 110,263株

５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　未払事業税 10,079千円
　賞与引当金 28,545千円
　減価償却超過額 15,855千円
　投資有価証券評価損 30,620千円
　関係会社出資金評価損 38,438千円
　関係会社貸倒引当金繰入額 12,205千円
　退職給付引当金 138,985千円
　資産除去債務 23,520千円
　その他 24,158千円
　繰延税金資産小計 322,408千円
　評価性引当額 △104,783千円
繰延税金資産合計 217,624千円
繰延税金負債
　資産除去債務に対応する除却費用 △16,900千円
繰延税金負債合計 △16,900千円
繰延税金資産（負債）の純額 200,723千円
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⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳
法定実効税率 30.6％
（調整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0
　住民税均等割 0.9
　雇用者給与等支給増加他税額控除 △4.9
　その他 △0.7
税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.8％

６．関連当事者との取引に関する注記
⑴　関連当事者との取引
　①親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称 所在地
資 本 金
又 は
出 資 金
(百 万 円)

事 業 の
内 容
又 は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取引の内容 取引金額
(千円) 科 目 期末残高

(千円)

親会社
㈱エヌ・テ
ィ・ティ・
デ ー タ

東京都
江東区 142,520 情報サー

ビ ス 業
(被所有)
直接46.8

当社製品
の販売、
システム
開発

製品の販
売及びサ
ービスの
提供

475,287 売掛金 65,119

－ 前受金 60,518

　②子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称 所在地
資 本 金
又 は
出 資 金

事 業 の
内 容
又 は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取引の内容 取引金額
(千円) 科 目 期末残高

(千円)

子会社

㈱NTTデ
ータ・イ
ントラマ
ー ト C S I

東京都
品川区 10百万円 情報サー

ビ ス 業 直接100.0
サービス
の委託
役員の兼任
４名

資金の貸付 90,000 関係会
社短期
貸付金

90,000
資金の回収 125,000

受取利息
（注）３ 278 未収利息 33

NTTデー
タイント
ラマート
ソフトウ
ェア系統
（上海）
有限公司

中 国
上海市

2,100千
米 ド ル

情報サー
ビ ス 業 直接60.0

サービス
の委託
役員の兼任
３名

資金の貸付 84,000
関係会
社長期
貸付金

84,000

受取利息
（注）３ 114 未収利息 653
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　③同一の親会社をもつ会社等

種 類 会社等の名称 所在地
資 本 金
又 は
出 資 金
(百 万 円)

事 業 の
内 容
又 は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取引の内容 取引金額
(千円) 科 目 期末残高

(千円)

親会社の
子会社

㈱ＮＴＴ
データ・
ビズイン
テグラル

東京都
港 区 450 情報サー

ビ ス 業 直接11.1
当社製品
の販売
役員の兼任

１名

製品の販
売及びサ
ービスの
提供

429,491 売掛金 30,007

－ 前受金 87,094

エヌ・テ
ィ・ティ
都市開発
㈱

東京都
千代田
区

48,760 不動産業 － － 敷金の差
入 ー

敷金及
び保証
金

79,782

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等
が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
製品の販売及びサービスの提供については、他の特約店と同様の取引条件で実施して
おります。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に利率を決定しております。
４．子会社への貸倒懸念債権に対し、39,860千円の貸倒引当金を計上しております。

⑵　親会社又は重要な関連会社に関する注記
　　親会社情報

日本電信電話㈱（東京証券取引所等に上場）
NTT㈱
㈱エヌ･ティ･ティ･データ（東京証券取引所に上場）

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 829円71銭
⑵　１株当たり当期純利益 107円37銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はございません。
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